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はじめに

ＰＣＢ廃棄物は、長年の間、その処理をほとんど実施することができず、多くの事

業者において保管が続けられてきたが、年月が経過するにつれ、不明・紛失が発生し

ており、このまま、処理の目途なく保管を継続することによって、将来の世代にわた

り、及び地球規模に及ぶＰＣＢによる環境汚染が進行することが懸念される。

このようなＰＣＢをはじめとする残留性有機汚染物質による環境汚染は、国際的に

対応が求められる課題となっており、平成１３年５月に「残留性有機汚染物質による

ストックホルム条約」が採択されている。

我が国においては、ＰＣＢ廃棄物の早期の処理を目指し、平成１３年６月にＰＣＢ

特別措置法及び改正環境事業団法が制定され、これらの法律に基づき、平成２８年７

月までに処理を終えなければならないとする義務をＰＣＢ廃棄物の保管事業者に課し

た上で、全国的な処理体制を構築するため、国が環境事業団を活用して拠点的な広域

処理施設を整備し、処理を行うことができることとされた。

円滑に処理を進めるためには、中小企業である保管事業者の処理費用負担を軽減す

ることが必要となることから、環境事業団の処理施設整備及び処理の実施に当たって

は、国庫補助及びＰＣＢ廃棄物処理基金を通じた公費助成を行うこととしている。こ

のように中小企業の負担軽減のため税金を投入する事業であることから、環境事業団

の行うＰＣＢ廃棄物処理事業については、環境省が事業の必要性、効率性、有効性な

どを的確に評価し、国民に対して説明する責任を有しているが、国民的視点からは、

こうした評価を客観的かつ厳格に実施することが求められる。

ＰＣＢ廃棄物処理事業評価検討会は、環境省が行うＰＣＢ廃棄物処理事業の評価に

ついて、多様な意見を反映し、客観的かつ厳格な実施を確保するため、評価の考え方

や方法等について、国民的な視点に立って多角的に検討することを目的とする。この

中間とりまとめにおいては、評価の考え方や方法等のとりまとめの第一段階として、

評価の基本的な方法を提示し、現在得られている知見から評価を行ったところである

が、さらに十全な評価としていくための課題の整理を行うとともに、ＰＣＢ廃棄物処

理事業について、処理の必要性を含め、国民の理解を得ていくという視点から、評価

の考え方及び国民への説明のあり方について検討を行った。

今後、本中間とりまとめをもとに、評価の方法等について検討を深めていく。
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